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都市・地域計画における
デシジョン・サポート・システム

松崎功保

はじめに

デシジョン・サポート・システムが置かれる場

として都市あるいは地域を考察することはきわめ

て興味あることである.そこにはシステムあるい

はそれ以上のものと呼ぶに足る諸要因が十二分に

完備してし、ると考えられるからである.

すなわち，①相互に依存し関連した諸要困が織

りなすダイナミズム，②都市・地域社会の目ざす

複合的かつ錯綜した多目的的な目標体系，③目

標・目的が存在するとしてそれらを実現する政策

手段・大小のプロジェグトあるいは開発計画，

④人的・物的・空間的資源，⑤都市・地域社会を

情報的に結合するソフト・テクノロジ一群，⑥身

近かなサフ・システムとしての種々のコミュニテ

ィ，⑦サブ・システムを結合する交通・通信ネッ

トワーグ，⑧利害の錯綜する諸構成機関等々が

有機的に作用しまた外部の世界と連動しているか

らである.そのうえ，人類が営々として築きあげ

てきたシステムは，ユニパーサルかつグローバル

な特性を備えていて，どの都市どの地域にいるか

を問わず，人々がそのシステムとかかわりながら

一生を過ごすことになるのである.ここに，日本

を含めて世界の数千の諸都市および諸地域を人類

生存のための基本的な単位系であるとする仮説は
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説得力を獲得する.

したがって都市-地域計画の策定を支援するシ

ステムは各都市・地域に共通する機能的特性とと

もに各都市・地域に固有の性格を持っている.ま

た人聞が数十年あるいは数百年かかって創りあげ

てきたが故に，人間の諸特性を反映していること

になり，それがひいては情報システムとしても興

味ある研究対象になるのである.

ここで考察の対象とする総合的な系は，多段で

多目的な目標体系，都市・地域系，都市・地域情

報系，非情報支援系および情報支援系より構成さ

れていると仮定する.

1. 中間技術としてのデシジョン・サボ

ート・システム

大規模で一貫性のある情報支援体系としてのマ

ネジメント・インフォーメーション・システムの

概念は，第 1 次，第 2 次のエネルギー危機を契機

として指導理念としての精彩を失いつつあるかの

ように見える.その理由の主たるものは，システ

ムの導入そのものがもたらした負の効果(アドパ

ース・イフェクト)に関連するものであろう.そ

れらは，①情報システムの維持管理費用が増大し

つつあること，②必要な入力情報そのものを得る

費用が増大して，③新しい需要に対応したシステ

ムの研究・開発に振り向ける諸資源が欠如しつつ

あることが基本的な原因であろう.
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いいかえれば，従来の情報シ

ステムにおいて，

イフ・サイクルを考撮したトー

タル・コストが急激に増大する

ような設計思想に問題があった

と見るべきであるう.

システムのラ

非情報支援系

・マネジメント&テクノロジー

・都市・地域開発プロジェクト

・交通・通信ネソトワーク

以下において，中間技術とし

てのデシジョン・サポート・シ

ステムの今後のあるべき姿を探

る意味で，従来のシステム，研

究途上のシステムを位置づけ，

それらの利害得失を検討してみ

費，変動費をとり，変動費を大別して，

ータ・システムの規模にかかわるものと，人間に

かかわるものとに分離し，各パラメータの大小関

係を比較検討する.詳細は参照資料(松崎 [2 ]) 

にゆずって，結果を紹介すると次のようになる.

1) コミュニティ参画型・満足化法: METROｭ

APEX, GOVERNMENT GAME, K -J 法，

DEMATEL 法あるいは他の類似の

コンビュ

都市・地域系とデシジョン・サポート・システム図 1ょう.

マン・マシン・システムの経済領域

説明変数として，①

ションの規模(または，

ションの規模)を代表するものと，② 人間の集

積度を表現するために，知識集約度あるいは労働

集約度を採用する.これによって，システムの研

システム・インテグレー

システム・コーディネー

1.1 

方法に見られるように，関与主体の参画の度

合が情報媒体を通して増幅される.知識集約

度・労働集約度が増加しでもトータル・コス

トは比較的増大しない.複雑にして高度な問

題を衆知を集めて決定したり，解決する場合

がこれに相当する.

ISM, 究・開発フェイズから廃棄にいたるまでのライ

フ・サイクル・コストを概略評価することができ

ここで，経済領域検討の対象とするの

コンピュータ・システム

し TこカL って

そのまま放置した場

合には他の問題群と干渉しはじめ複雑な問題

コンピュータ利用のへと質的な変化をする.

技術としては個別的なプログラム開発がそれ

に対応する.他の 3 種類のアプローチと経済

領域を接しており，境界領域はシステムのコ

ストとの関連できわめて流動的である.特に

オベレーションズ・リザーヂ

しばし

は必ずしも利用されない.

2) 個別的問題解決型アプローチ:

適当な規模の適度に困難な問題は，

ば，他の問題と分離可能であり，

個別に解決可能である.

個

る[ 1 ]. 

は，① コミュニティ参画型・満足化法，②

別的問題解決型プログラム，③ 対話的デシジョ

ン・サポート・システム，④，大規模情報システ

ム，の 4 つの典型的なアプローチ

である.評価式においては， 固定

ライフ・サイクル・コストに

よる不可能領域

4
1

知
識
・
労
働
集
約
度

システム・インテグレーションまたはコーデイネーションの規模

714 (32) 

各種アプローチの経済領域図 2

。
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4) 大規模情報システム:

経営情報システムの初期のシス

テム概念にあるように，階層構造

を持ったシステム構成と大規模な

データ・ベースを特徴とする.

2. ケース・スタディ一一実稼

動システムのおかれる顧しい

運用環境

対話的デシ

ジョン・サ

ポート・シ
ステム

.CADS 

.PIAS 
CARPS 

.ISSAP 人
実利用を目ざしたテ'シジョン・サポ

ート・システムには，導入環境の諸条

件を十二分に勘案した高度のバランス

感覚と経済領域に関するセンシティピ

ティが要求される.既存のシステムと

新しい応用分野のためのシステムとの

すり合わせと一貫性，研究開発グルー

プと利用者とのコミュニケーショソ，

大規模情報
システム

図 3 境界領域における技術革新

対話的デシジョン・サポート・システムとの

境界領域には興味あるシステム開発例がひし

めいている.

3) 対話的デシジョン・サポート・システム:

問題の規模したがってシステム・インテグレ

ーションまたはコーディネーションの規模が

適度で、あり，なおかつ問題解決の複雑さが増

大すると人の判断を要する程度が増大する.

トータル・システムの費用はコンピュータに

かかわるものと人間にかかわるものに大別さ

れ，両者の適度な協力・協調が行なわれるの

がこのシステムの経済領域である.

やはり他の 3 つのアプローチに境を接する

が，他方の制約としてはライフ・サイクル・

コストがあり，優秀なる人聞を動員し，最先

端のテクノロジーを駆使することが高価とな

るために経済領域が自ずと制約される.対話

的なグラフィック・ディスプレイを用いたシ

ステムはその典型的な例であるが，やはり境

界領域において，興味ある例が散見される.

1980 年 11 月号

l¥ 
市民参加などの公共的意思決定支援システムの新

しい適用の場の形成と従来タイプの運用方法との

ギャップの埋め方，情報公開の必要性とプライバ

シーの保護との相魁，等々情報システムの設計の

場としては，最も困難な部類に入るものがそろっ

ている.加うるに，日本的な意思決定の手続きを

遵守しているので，それに十分なる配慮をする必

要がある.

ケース・スタディとしては，以上のような環境

の下で経済性を考慮した実稼動の経験をもっシス

テムを紹介する.

2.1 PIA8-CARP8 (Planning Information 

An~lysis 8y圃tem -Computer A閥均ted

Regional Planning 8ystem) 

兵庫ダイナミックス [2J にひきつづき開発さ

れたコンビュータ支援システムである.第 3 次全

国総合開発計画に先がけて，昭和50年 3 月議会が

承認し知事が採用を決定した「長期総合計画J の

後半でシステム(当初，地域整備総合管理システ

ムと称していた. )開発の必要を提示した[3 J. 
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2.2 IGGS (Interactive Geo-F舵iliti.朗

Graphie Support) 

地域におけるネットワーク(ガス配管網，水道

網，電力における配電線路網)などの設計・保守

においては，地理的情報は図面によって表現され

る. IGGS はそのような図面を効率よく作成・維

持するためのシステムである.図面は対話的に処

理される.現在業務で利用されている各種図面は

716 (34) 
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(PL-MATH 等)

タブレットよりディジタル化されて入力され，グ

ラフィックディスプレイに表示される.地形，設備

などの属性や相互関係はデータとして階層構造で

蓄えられ，必要に応じて，グラフィックディスプ

レイ上に表示したりプロッタあるいはハードコビ

アによって出力できる [4 ].特長としては，①対

話的処理，②図面，属性データなどのタブレツ

トからのディジタル入力， ③図形定義， メニュ

ー定義などのテーブル形式による機能指定，④ウ
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人口，産業，土地利用，白然環境，生活環境，交通，通信，水

資源，地域住民所得.ローカル・エネルギー，……・・

図 5 都市・地域計画における情報主体と情報の流れ(例)

インドウ移動・変更，ズーム，図形選別表示，シ

ンボル図形の作成・変更・表示，ネットワーク・

トレースと高輝度表示，他の機能がある.

3. 都市・地域計画におけるデシジョ

ン・サポート・システム

都市・地域系におけるデシジョン・サポート・

システムの設計概念を形成するためには，その系

において情報を生成している主体(仮に情報主体

と称することにする)を判別・確認する必要があ

る.ここで、は，①都市地域関連主体，②地域デ

ータ形成主体，③諸分析手法提供主体，④目標

体系形成主体の 4 つを識別している.

都市地域関連主体は，中央政府・地方自治体，

県民・市民など，主として行政需要にかかわる情

報を提供する.都市地域データ形成主体は，都市

1980 年 11 月号

-地域を構成する諸要因で，その観測結果として

のデータを生成する.人口，産業，土地利用，自

然環境等々，大量のデータが存在する.データの

整備については法令によってその項目，収集方法

等について定められている場合が大部分であり，

新しいシステム，新しい方法論のためにすぐにで

も利用可能なデータが存在するとは限らない.地

域のダイナミズム，制約条件，基準体系などの枠

組みのなかで，情報システムの中に組み入れられ

てゆく.

諸分析手法提供主体は，主として，都市・地域

の系に内在する合理的・科学的な論理体系を通じ

て情報提供をする.その際に，都市・地域データ

を用いることがあるが，必ずしも手法に適合した

データが存在するとは限らない.

目標体系形成主体は，計画行政における目標に
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かかわるデータを提供する.

デシジョン・サポート・システムは，これらの

体系のなかで位置づけられるべきで，どの部分の

情報提供を支援するかを明確に定義することから

作業をはじめる.

公共的な意思決定支援システムは，多くの点で

民間会社におけるシステムとその目的を異にして

いるが，そのなかには，きわめて日本的な手続き

を含んでいる.

4. 今後の標題

デシジョン・サポート・システムを中間技術と

して位置づけ，ライフ・サイクル・コストのよう

な総合的な経済性を考慮して，経済領域を探っ

た.

また，情報提供主体とし、う概念を導入して都

市・地域計画における情報主体と情報の流れのな

かで，デシジョン・サポート・システムを位置づ

けたうえで，概念設計の段階から方向性を明確に

打ち出す必要性を論じた.

かくのごときアプローチを行なった場合には，

必然的に「日本的」なシステムが構成されるはず

である.

それが，他の分野に生かされるか否かは，今後

の研究に倹たねばならぬが，有効な分野は必ずし

も少なくないであろうし，また，海外においても

利用されることが期待できる.
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研究部会報告

場予測部会場参

第 4 同報告

(1)出席者 9 名

(2) 日時 9 月 9 日 18:00-20:00

(3) 場所 早稲田大学システム科学研究所15F

(4) 議事内容選挙予測の手法(大田先生:早大)を中

心に自由討議

なお，次回より，決められた議題と TIMS文献の勉強

とを，半々に行なうことにした.

11月予定

(1 ) 日時 11月 13 日(水) 18:00-20:00 

(2) 場所早大システム研15F

(3) 議題 TIMS文献紹介(西野教授)

物政策問題研究部会議接

8 月合宿研究会 8 月 31 日(日 )-9 月 1 日(月)

718 (36) 

出席者 17名 場所鎌倉市由比ケ浜若宮荘

(1)予測・計画・評価の統合新手法(SINPL)

日立製作所柴閏祐作

長期ビジョン展望と多方面総合戦略作成に関係者の合

意を形成しながら進める新手法の紹介と説明があった.

『科学技術と経済の会』の技術予測発表会( 7 月)にも発

表されたものである.評価と合意による意思決定は政策

科学の主要課題であり食事をはさんでの懇談中も討議し

たが，具体的なテーマを選び10月に合宿して実施評価す

ること tこしTこ.

(2) 多国籍企業と国家政策

防衛研修所福島康人

60年代から80年代にかけてのダイナミックな変動を続

ける国際的政治環境，社会および経済環境のなかで多国

籍企業川1N C)がいかに発展展開してきたかを実証的に

説明した.さらに国家の政策との関連において生じた問

題点を指摘した.
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